






























































（39）　SeeF.YingandW.Shicun,Overall Description of South China Sea Issue and Nansha 
Disputes,2016,p.65.









































（42）　Seesupra note（ 4 ）.






































































































































































































































270　　早法 94 巻 2 号（2019）
立法的役割を果たしたといえる。第三の場面は、法秩序の発展の促進機能を発揮
できていない点に現れる。裁判所は、島の要件を含め、現実の国家実行と異なる
判断をしているため、本判決が後の事件においても先例として受け入れられる内
容を有しているかどうかは確実でない。さらに、事件を付託するための条件に関
する基準が低すぎるため、附属書 VII の仲裁事件の増加が危惧される。また、
選択的除外事項を狭く解釈したり、領域主権・海洋境界画定・権原取得と様々な
論点が混在する紛争を技術的に分離したりするなど、本件における仲裁裁判所の
判断内容は、司法裁判または仲裁裁判の拡張主義の傾向を生み出し、好ましから
ざる影響を生み出す可能性がある。
（参考文献）
　本稿に示された金永明教授の見解は、当然、学者としての個人的な見解であ
る。しかしながら、中国の代表的な国際法学者の 1 人である金永明教授の見解を
知ることは、中国側の理解・主張を知るうえで重要な参考資料になると思われ
る。なお、中国国際法学会の名において南シナ海仲裁判決に関する議論を行って
いる論文集としては下記のものを参照していただきたい。
ChineseSocietyofInternationalLaw,“TheSouthChinaSeaArbitration
Awards:ACriticalStudy”,ChineseJournalofInternationalLaw,Volume.17,
Issue 2 （2018）.
　　Seeathttps://academic.oup.com/chinesejil/article/17/ 2 /207/4995682
　国際法の場合、学者の意見であっても、出身国の政府の見解を踏まえた法解釈
を行うことは稀ではない。しかし、それは政治的主張とは異なるものであり、法
解釈の技法・方法論を共有することを通じて、議論を法律化していく努力、すな
わち、国際法対話が何よりも重要になる。
　本稿では、日本の国際法学者による研究業績が引用されているが、主に海洋法
や国際裁判の一般的文脈におけるものに限定されている。他方で、日本の学会に
おいても、これまで、南シナ海仲裁判決に関する多くの論稿が上梓されてきた。
ここでは紙幅の都合もあり、わが国の議論をリードし、また金永明教授の指導教
授でもあった坂元茂樹・同志社大学教授の論稿の一部を下記に紹介するにとどめ
る。
坂元茂樹「九段線の法的地位―歴史的水域と歴史的権利の観点から―」松井
芳郎・富岡仁・坂元茂樹・薬師寺公夫・桐山孝信・西村智朗編『21
世紀の国際法と海洋法の課題』（東信堂、2016年）164─204頁。
ShigekiSakamoto,“LegalStatusoftheNine─DashLine:HistoricWatersor
HistoricRights”『同志社法学』第69巻 3 号（2017年）1─51頁。
